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（出所） アンケート調査結果からジェトロ作成

図1 2022年春以降の経済危機による自社の操業への影響について
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ガソリン・燃料不足

スリランカルピー為替の下落

電力不足・停電

所得税などの増税

物価や電気代など公共料金の上昇

物流問題（コンテナ不足など）

スリランカ国内市場の著しい縮小

従業員の賃金上昇

従業員出勤率低下

海外クライアントからの発注減

金融決済の困難（信用状の開設や送金など）

輸出入管理の規制

原材料、部品、サービス調達の困難、制限

従業員の離職

資金調達の困難

本社、統括本部などの対スリランカビジネス方針の変化

事業継続によるレピュテーションリスクの増大

その他

欧米諸国取引先との関係変化

（出所） アンケート調査結果からジェトロ作成

図2 経済危機による悪影響の内容（複数回答、総数23社）
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図3 経済危機で悪影響を受けた企業のうち、1年前と比較した現在の操業状況（総数24社）

（出所） アンケート調査結果からジェトロ作成

0.00 10.00 20.00 30.00 40.00 50.00 60.00 70.00 80.00

停電がなくなった
ガソリン・燃料が確保された

物流問題（コンテナ不足など）が解消された
物価の上昇が落ち着いた

海外クライアントからの発注が回復した
原材料、部品、サービス調達がしやすくなった

IMFの金融支援等により、国際的信用が回復した
輸出入管理の規制が撤廃された
従業員出勤率が平常に戻った

事業継続によるレピュテーションリスクが減少した
スリランカ国内市場が回復した

スリランカルピー為替が回復した
金融決済がしやすくなった（信用状の開設や送金など）

資金調達がしやすくなった
欧米諸国取引先との関係が回復した

本社、統括本部などの対スリランカビジネス方針が回復した
その他

図4 経済危機からの改善の理由（複数回答、総数8社）

（出所） アンケート調査結果からジェトロ作成
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